
令和６年総務省告示第135号

   （単位：億円、％）

１ 15,794 15,889 △ 95 △ 0.6

２ 1,082 1,089 △ 7 △ 0.6

３ 1,119 1,126 △ 7 △ 0.6

４ 4,813 4,108   705   17.2

2,119 1,682   437   26.0

365 367 △ 2 △ 0.5

1,254 981   273   27.8

538 541 △ 3 △ 0.6

537 537   0   0.0

５ 26,845 27,387 △ 542 △ 2.0

2,493 2,485   8   0.3

690 690   0   0.0

871 871   0   0.0

3,221 3,221   0   0.0

3,800 4,800 △ 1,000 △ 20.8

5,000 5,000   0   0.0

4,320 4,320   0   0.0

4,000 4,000 0   0.0

1,100 1,100 0   0.0

900 900 0   0.0

450 - 450 皆増

６ 6,270 5,940   330   5.6

570 540   30   5.6

5,700 5,400   300   5.6

７ 345 345   0   0.0

８ 700 700   0   0.0

９ 100 100   0   0.0

57,068 56,684   384   0.7

１ 6,356 6,035   321   5.3

２ 392 297   95   32.0

３ 1,763 1,719   44   2.6

４ 241 333 △ 92 △ 27.6

５ 577 619 △ 42 △ 6.8

６ 4,981 4,598   383   8.3

７ 386 287   99   34.5

８ 1,290 919   371   40.4

９ 13,686 12,649   1,037   8.2

10 100 95   5   5.3

29,772 27,551   2,221   8.1

86,840 84,235   2,605   3.1

計

合                 計

工 業 用 水 道 事 業

交 通 事 業

電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業

港 湾 整 備 事 業

病院事業・介護サービス事業

市 場 事 業 ・ と 畜 場 事 業

地 域 開 発 事 業

下 水 道 事 業

観 光 そ の 他 事 業

公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業

行 政 改 革 推 進

調 整

計

 二 公 営 企 業 債

（11） こ ど も ・ 子 育 て 支 援

水 道 事 業

（7） 公 共 施 設 等 適 正 管 理

（8） 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策

辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業

（1） 辺 地 対 策

（2） 過 疎 対 策

（9） 緊 急 浚 渫 推 進

（10） 脱 炭 素 化 推 進

（2） 地 域 活 性 化

（3） 防 災 対 策

（4） 地 方 道 路 等

（5） 旧 合 併 特 例

（6） 緊 急 防 災 ・ 減 災

（2） 社 会 福 祉 施 設

（3） 一 般 廃 棄 物 処 理

災 害 復 旧 事 業

教 育 ・ 福 祉 施 設 等 整 備 事 業

（1） 学 校 教 育 施 設 等

（1） 一 般

（4） 一 般 補 助 施 設 等

（5） 施 設 （ 一 般 財 源 化 分 ）

一 般 単 独 事 業

公 営 住 宅 建 設 事 業

計 画 額 (A) 計 画 額 (B)

令和６年度地方債計画

（ 通 常 収 支 分 ）

 一 一 般 会 計 債

公 共 事 業 等

項                 目
令和６年度 令和５年度 差 引 増 減 率

(A)-(B) (C) (C)/(B)×100



   （単位：億円、％）

 三 4,544 9,946 △ 5,402 △ 54.3

 四 800 800   0   0.0

( 350 ) ( 265 ) (  85 ) (   32.1 )

( 350 ) ( 265 ) (   85 ) (   32.1 )

92,184 94,981 △ 2,797 △ 2.9

                63,103 68,163 △ 5,060 △ 7.4

           29,081 26,818   2,263   8.4

資  金  区  分

39,408 40,644 △ 1,236 △ 3.0

23,252 24,228 △ 976 △ 4.0

16,156 16,416 △ 260 △ 1.6

( )( 350 ) ( 265 ) (   85 ) (   32.1 )

52,776 54,337 △ 1,561 △ 2.9

33,100 34,100 △ 1,000 △ 2.9

19,676 20,237 △ 561 △ 2.8

１

２

３

４

５

（備　考）

　　国の予算等貸付金債の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とす
　るものであって外書である。

銀 行 等 引 受

その他同意等の見込まれる項目

　防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策事業に係る地方負担額に対して発行する
防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債

　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補塡債

　財政再生団体が発行する再生振替特例債

訳 公 営 企 業 会 計 等 分

公 的 資 金

財 政 融 資 資 金

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金

国 の 予 算 等 貸 付 金

民 間 等 資 金

市 場 公 募

　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債

　公営企業の資金不足額が発生又は拡大することとなる場合において発行する令和６年能登半島
地震減収対策企業債

臨 時 財 政 対 策 債

退 職 手 当 債

 五 国 の 予 算 等 貸 付 金 債

総 計

内 普 通 会 計 分

項                 目
令和６年度 令和５年度 差 引 増 減 率

計 画 額 (A) 計 画 額 (B) (A)-(B) (C) (C)/(B)×100



復旧・復興事業
   （単位：億円、％）

1 8 △ 7 △ 87.5

1 1   0   0.0

1 1   0   0.0

4 3   1   33.3

( 1 )( 1 ) (   0 ) (   0.0 )

( 1 )( 1 ) (   0 ) (   0.0 )

7 13 △ 6 △ 46.2

2 9 △ 7 △ 77.8
5 4   1   25.0

6 10 △ 4 △ 40.0

1 3 △ 2 △ 66.7

( 1 )( 1 ) (   0 ) (   0.0 )

国 の 予 算 等 貸 付 金 債

一 般 会 計 債

公 営 住 宅 建 設 事 業

災 害 復 旧 事 業

一 般 単 独 事 業

公 営 企 業 債

水 道 事 業

（備　考）
　　国の予算等貸付金債の（　）書は、国の予算等に基づく貸付金を財源とするものであって外書である。

　　その他同意等の見込まれる項目

　１　東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する一般補助施設
　　整備等事業債

　２　上記以外の東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する
　　公営企業債

　３　上記以外の公営企業の事業区分において発行する震災減収対策企業債

総 計

内
訳

普 通 会 計 分

公 営 企 業 会 計 等 分

資
金
区
分

公 的 資 金

財 政 融 資 資 金

地方公共団体金融機構資金

( 国 の 予 算 等 貸 付 金 )

令和６年度地方債計画

（ 東 日 本 大 震 災 分 ）

項 目
令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 差 引 増 減 率

計 画 額 (A) 計 画 額 (B) (A)-(B) (C) (C)/(B)×100



（参考）

   （単位：億円、％）

１ 15,794 15,889 △ 95 △ 0.6

２ 1,083 1,097 △ 14 △ 1.3

３ 1,120 1,127 △ 7 △ 0.6

４ 4,813 4,108   705   17.2

2,119 1,682   437   26.0

365 367 △ 2 △ 0.5

1,254 981   273   27.8

538 541 △ 3 △ 0.6

537 537   0   0.0

５ 26,846 27,388 △ 542 △ 2.0

2,494 2,486   8   0.3

690 690   0   0.0

871 871   0   0.0

3,221 3,221   0   0.0

3,800 4,800 △ 1,000 △ 20.8

5,000 5,000   0   0.0

4,320 4,320   0   0.0

4,000 4,000 0   0.0

1,100 1,100 0   0.0

900 900 0   0.0

450 - 450 皆増

６ 6,270 5,940   330   5.6

570 540   30   5.6

5,700 5,400   300   5.6

７ 345 345   0   0.0

８ 700 700   0   0.0

９ 100 100   0   0.0

57,071 56,694   377   0.7

１ 6,360 6,038   322   5.3

２ 392 297   95   32.0

３ 1,763 1,719   44   2.6

４ 241 333 △ 92 △ 27.6

５ 577 619 △ 42 △ 6.8

６ 4,981 4,598   383   8.3

７ 386 287   99   34.5

８ 1,290 919   371   40.4

９ 13,686 12,649   1,037   8.2

10 100 95   5   5.3

29,776 27,554   2,222   8.1

86,847 84,248   2,599   3.1

（5）

（1） 辺 地 対 策

（11） こ ど も ・ 子 育 て 支 援

令和６年度

計 画 額 (A)

（10）

一 般 単 独 事 業

（1）

防 災 対 策

公 共 施 設 等 適 正 管 理

（8）

施 設 （ 一 般 財 源 化 分 ）

（4） 一 般 補 助 施 設 等

地 域 活 性 化

一 般

（7）

令和６年度地方債計画
（通常収支分と東日本大震災分の合計）

教 育 ・ 福 祉 施 設 等 整 備 事 業

（1） 学 校 教 育 施 設 等

（3）

（2）

令和５年度 差 引 増 減 率

(C)/(B)×100計 画 額 (B) (A)-(B) (C)

公 共 事 業 等

災 害 復 旧 事 業

社 会 福 祉 施 設

一 般 廃 棄 物 処 理

公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業

（2）

脱 炭 素 化 推 進

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策

（4）

（5）

計

交 通 事 業

下 水 道 事 業

港 湾 整 備 事 業

病院事業・介護サービス事業

観 光 そ の 他 事 業

（2）

緊 急 浚 渫 推 進

（3）

項                 目

市 場 事 業 ・ と 畜 場 事 業

地 域 開 発 事 業

計

合                 計

工 業 用 水 道 事 業

辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業

水 道 事 業

地 方 道 路 等

公 営 住 宅 建 設 事 業

（6） 緊 急 防 災 ・ 減 災

 二

（9）

公 営 企 業 債

電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業

 一 一 般 会 計 債

行 政 改 革 推 進

旧 合 併 特 例

過 疎 対 策

調 整



   （単位：億円、％）

4,544 9,946 △ 5,402 △ 54.3

800 800   0   0.0

( 351 ) ( 266 ) (  85 ) (   32.0 )

( 351 ) ( 266 ) (  85 ) (   32.0 )

92,191 94,994 △ 2,803 △ 3.0

                63,105 68,172 △ 5,067 △ 7.4

           29,086 26,822   2,264   8.4

資  金  区  分

39,415 40,657 △ 1,242 △ 3.1

23,258 24,238 △ 980 △ 4.0

16,157 16,419 △ 262 △ 1.6

( )( 351 ) ( 266 ) (  85 ) (   32.0 )

52,776 54,337 △ 1,561 △ 2.9

33,100 34,100 △ 1,000 △ 2.9

19,676 20,237 △ 561 △ 2.8

１

２

３

４

５

６

７

８

（備　考）

臨 時 財 政 対 策 債

　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補塡債

内

四 退 職 手 当 債

公 営 企 業 会 計 等 分

銀 行 等 引 受

その他同意等の見込まれる項目

三

公 的 資 金

民 間 等 資 金

　財政再生団体が発行する再生振替特例債

市 場 公 募

　東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する公営
企業債

普 通 会 計 分

訳

国 の 予 算 等 貸 付 金 債

　国の予算等貸付金債の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とする
ものであって外書である。

国 の 予 算 等 貸 付 金

　公営企業の事業区分において発行する震災減収対策企業債

　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債

総 計

令和６年度

(A)-(B) (C)

令和５年度

五

財 政 融 資 資 金

差 引

　防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策事業に係る地方負担額に対して発行する
防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債

(C)/(B)×100

増 減 率

　東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する一般
補助施設整備等事業債

項                 目

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金

　公営企業の資金不足額が発生又は拡大することとなる場合において発行する令和６年能登半島
地震減収対策企業債

計 画 額 (B)計 画 額 (A)
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